
世界経済危機と長野県経済の行方

効 夕 すヽ́、印ガ′27日 (社 )世界経済研究協会

専務理事 市川 周

回“失われた20年 "と“これからの20年 "

・日経平均株価 :1989年末ピークの3万8915円 から現在1万円前後と4分の1に。

・名目GDP:20年間ほぼ横ばいで1994年、世界全体のシェアで18%をピークに08年には8%台へ。1人当た

りGDPは 93年の世界第2位から08年には第19位へ。

・公的債務は09年度末882兆円、GDP比219%で先進国水準を突出している。

※但し、国債の95%は 日本人によって保有されている。

一自分の尻は自分で拭く(?)

―「世界八大文明 (インド・中国・イスラム・西欧・東方正教会・ラテンアメリカ・アフリカ・日本)の 内、日本文明だ

けが1民族 1国家によって形成されている。」(『文明の衝突』By PS・ ハンチントン)
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・“これからの20年 "はそれ程、悲観しなくてもいい。(本年 5月 発表内閣府予測 )

・中国がいずれにしろ、ダントツの経済大国になる。

・世界GDPシェア順位 :

2009年 1位くアメリカ〉2位 (日 本)3位 (中 国)4位 (ドイツ)5位 (フランス)6位 (英国)7位 (イタリア)

2030年 1位 (中 国)2位 (ア メリカ)3位 (日 本)4位 (インド)5位 (ドイツ)6位 (英国)7位 (フランス)

※日本はこれから20年間、GDP世界第3位の地位を守れる。
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□ 何故、日本経済は停滞したか?

実質国民所得 (要 素費用表示)①
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・物価下落(デフレ)分を除いた実質ベースの日本の国民所得はこの20年間伸び悩んでいる。(0)
・一方、家計に分配される雇用報酬の伸びはドイツ並みであるが(② )、 企業に分配される営業余剰等の伸びは

ドイツにも大きく突き離されている。(0)

・日本企業は総じて、売上・所得が拡大しない中で雇用者への配分を何とか維持して来た。従つて、「労働分配

率」はアメリカ、ドイツを凌駕している。(C)

・日本の付加価値率(産 出額に対する付加価値額の割合)は台湾を大きく上回り、米国にも見劣りしない(0)。

問題は実質産出額(売上)が伸び悩んでいることだ。テーマは販路拡大、需要開拓にある(0)。



各国輸出比率

(%) 各国製造業比率 “

“

“

Ю

３５

鉤

２５

ｍ

“

Ю

５

０

30

25

20

15

10

5

0

=百 澤

「

~「
巧

「

¬

「「

1__

80 32 34 86 38 90 92 94 96 98 00

(注)製造案比率=晏 t彙の名曰GOP/全 体の名日GDp
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・日本の対GDP製造業比率は韓国・台湾より低いが、米国より高くドイツとほぼ同水準にある。一方、対GDP輸
出比率はドイッよりはるかに低く、米国とほぼ同水準である。如何に輸出を高めるかが改めてテーマになる。

ログローバル出荷という考え方

【製造業グローバル出荷推移 一平成17年を100】

‐‐―― 海外市場比率 (右 目盛 )
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・「国内での出荷 (国 内向け&輸出向け)」 と「海外での出荷 (現地販売 &日 本向け輸出&第二国向け輸出)」 の
総和を「グ回―バル出荷」としてとらえる。

・「製造業出荷海外比率」とは、「グローバル出荷」に占める「海外での出荷」の比率を示し、2001年の20%か
ら09年25%まで拡大。

・「グローバル出荷」における「海外市場比率」とは、全出荷に占める「輸出用国内出荷」「現地販売向け海外出
荷」「第三国向け海外出荷」の合計が占める比率。この比率は2001年の32%から09年 370/0まで拡大。



□「海外での出荷」拡大をどう評価するか

海 外 生 産 の 国 内 の 生 産 へ の 影 響
(製造 業 )
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・「海外での出荷」拡大は、以下3つの効果を生む。

「輸出代替効果」 (2008年   ▲47兆 9000億 円)

「逆輸入効果」  (2008年  ▲10兆 3000億円)

「輸出誘発効果」 (2008年   22兆 6000億 円 )

差 引 ▲35兆 6000億 円

※つまり35兆6000億円の国内生産が流失した。これは08年国内製造品出荷額334兆円の約1割であり、単

純な雇用換算で約96万人、国内製製造業就業者約1000万人の1割相当。

※前向きに取り組むべきは「輸出誘発効果」(国 内から現地法人に部品や原材料を輸出)である。

【現地法人仕入高の仕入れ先別比率推移】 【現地調達比率と日本からの輸入比率・業種別】
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・「現地調達比率」は平成元年度の456%か ら19年度には557%へ 拡大、「日本からの輸入比率」は低下。

・機械産業で「現地調達比率」が「日本からの輸入比率」を上回つているのは、汎用機械、業務用機械、電気機

械、輸送機械であり、特に輸送機械は製造業平均を大きく超えている。

・一方、依然と「日本からの輸入比率」が上回つているのは生産用機械と情報通信機械で、特に情報通信機械

は製造業平均を大きく超えている。
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品目別の質付加価値係数ρ 推移 (日 本の輸出)
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・「高付加価値係数」 :各品目の輸出単価■輸出物価指数

・この係数が1を超えるほど高付加価値化が進行していることになる。逆に1を下回ると低付加価値化が進行し

ていることになる。

・平成17年～21年に至る過程で、情報通信機械の高付加価値化が顕著。この品目群が上記の「日本からの輸

入比率」の高さを支えている。

国 長野県輸出戦略への視点―情報通信・電子分野の最重点化

・長野県経済がグローバル競争下で生き残るには、如何に日本製造業がグローバル化、すなわち生産力の流

出が進展しても、そこから生じる「輸出誘発効果」を引き込める業種分野をおさえて行けば問題ない。その最

有力分野がまさに情報通信機械・電子分野であり、それは又、長野県産業が最も得意とする分野でもある。

く長野県の業種別輸出構成〉

業  種
月2 月1 20

出出荷 対前年 成
は ん 用 機 6.037137 1144 41
生  産  用 16,693,724 112

務  用 5028.968 34
子 30556.765 205

8,409,978

62.480,096 976 420
輸     送 8,105,685 976 54

小  計 137.312.353 :0

の 種

14881302 920 1000

く長野県の輸出先構成〉
東欧 オセアニア ァフリカ 〈中国・香港向け輸出品構成〉
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固 中国との競争と「武器輸出三原則問題」
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国あ研客開発積資の構成1
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【企業経営形態別輸出金額の推移】
(億 米 ドル)
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